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第67期

定時株主総会
招集ご通知

開催情報
日 時

平成27年6月25日(木曜日)
午前10時00分

場 所
ホテルニューオータニ大阪

2階｢鳳凰の間｣

決議事項

第1号議案
剰余金の処分の件

第2号議案
取締役13名選任の件

第3号議案
監査役1名選任の件

ご来場の際は、本書と議決権行使書用紙を
ご持参ください。

証券コード：2897

表紙
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株 主 各 位 証券コード  2897
平成27年6月3日

大阪市淀川区西中島四丁目1番1号

代表取締役社長・CEO 安藤宏基

第67期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第67期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申
しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面（郵送）又は電磁的方法（インターネット）によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、平成27年6月24日
（水曜日）午後5時40分までに次頁の議決権行使の方法により、議決権をご行使くださいますようお願い
申しあげます。

敬　具
記

１ 日　　時 平成27年6月25日（木曜日）午前10時

２ 場　　所 大阪市中央区城見一丁目4番1号
ホテルニューオータニ大阪2階「鳳凰の間」

３ 会　議　の
目的事項

報告事項 1．第67期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）事業報告、連結計算書類
並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第67期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役13名選任の件
第3号議案　監査役1名選任の件

４ 招集に
あたっての
決定事項

代理人による議決権行使
　代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方1名を代理人として株
主総会にご出席いただくことができます。ただし、代理人の方は、代理権を証明する書面と委任
されました株主様の確認書面（例えば、同封の議決権行使書用紙）を株主総会当日、会場受付に
ご提出くださいますようお願い申しあげます。

1

株主各位
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議決権行使の方法

［郵送による議決権行使の場合]
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成27年6月24日（水曜日）午後5時40
分までに到着するようご返送ください。

［インターネットによる議決権行使の場合]
　当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（http://www.it-soukai.com/）にアクセスしていただき、
同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の
案内に従って、平成27年6月24日（水曜日）午後5時40分までに議案に対する賛否をご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、3頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」
をご確認くださいますようお願い申しあげます。
　なお、議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットに
よる議決権行使を有効なものといたします。
　また、当社は、株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加いたし
ております。

以　上

○ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
受付開始時刻は、午前9時を予定しております。

○ 資源節約のため、本定時株主総会招集ご通知を株主総会当日、ご持参くださいますようお願い申しあげます。
○ 本定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」

につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://
nissin.com/）に掲載しておりますので、本定時株主総会招集ご通知添付書類には記載いたしておりません。
従いまして、本定時株主総会招集ご通知添付書類は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書
類又は計算書類の一部であります。

○ 株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイ
ト（http://nissin.com/）に掲載させていただきます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

1 インターネットによる議決権行使について
(1) 書面による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記URL）にて議決権を行使可能です。ご希望の方は、同封の議決

権行使書用紙右片に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」にてログインしていただき、画面の案内にしたがってご入力ください。

　　なお、セキュリティ確保のため、初回ログインの際に「パスワード」を変更していただく必要があります。

http://www.it-soukai.com/

(2) 行使期限は平成27年６月24日（水曜日）午後５時40分までであり、同時刻までにご入力を終えていただく必要があります。お早めの行使を

　　お願い申しあげます。

(3) 議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものといたします。

　　複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効といたします。

(4) 「パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）」は今回の株主総会のみ有効です。次回の株主総会時は新たに発行いたします。

(5) インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）

・「パスワード」は、行使される方がご本人であることを確認する手段です。なお、「パスワード」を当社よりお尋ねすることはございません。

・「パスワード」は一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合、画面の案内にしたがってお手続きください。

・「議決権行使ウェブサイト」は一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機器によってはご利用いただけな

     い場合があります。

2 お問い合わせ先について
　ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行　証券代行部（以下）までお問い合わせください。

(1) 「議決権行使ウェブサイト」の操作方法等に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル　0120－768－524（平日　９：00～21：00）

(2) 上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先

フリーダイヤル　0120－288－324（平日　９：00～17：00）

以　上

（ご参考）

機関投資家の皆様につきましては、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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添付書類

事 業 報 告（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

１ 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果
　当連結会計年度の我が国経済は、個人消費で一部改善の動きに鈍さがみられるものの、雇用・所得環境
の着実な改善を背景に、景気は緩やかな回復基調が続いております。
　一方で、円安などによる原材料価格の上昇や物流に関わる人件費の増加などコスト上昇圧力が続き、先
行きの不透明な経営環境が続いております。
　このような状況の中、当社グループでは平成26年10月以降順次国内の商品価格改定を実施するととも
に、コスト上昇を吸収すべく経営効率化の努力を続けております。また、消費者ニーズに対応した付加価
値の高い商品の開発に取り組み、より一層のブランド価値向上に努めてまいりました。「食の安全・安心」
については、平成26年12月に発生した冷凍パスタ商品の異物混入問題を喫緊の大きな課題として真摯に
受け止め、更なる品質管理体制の強化に取り組んでおります。
　さらに、成長性の高い新興国を中心にグローバル戦略を推進するとともに、グループとしてシナジー効
果の最大化を目指し、さまざまな経営環境にも即応できる強固な企業基盤の構築に努めております。
　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高では前期比3.3％増の4,315億75百万円となりました。利
益面では、営業利益は前期比12.3％減の243億円、経常利益は前期比5.3％減の329億80百万円、当期純
利益は前期比4.0％減の185億５百万円となりました。

（当連結会計年度の報告セグメント別の売上高状況）
報告セグメント セグメント別売上高（百万円） 前期比（％）

日 清 食 品 215,760 +2.3
明 星 食 品 39,191 △0.9
低 温 事 業 56,626 +3.4
米 州 地 域 35,745 +10.9
中 国 地 域 34,509 +15.4
そ の 他 49,742 △1.0
合 計 431,575 +3.3

4
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　報告セグメント別の業績の状況は、次のとおりです。

①日清食品
　日清食品㈱の販売状況は、袋めん類では、今期さまざまな新しい食べ方を提案してきた「チキンラー
メン」が堅調な売上となったものの、袋めん類全体では平成27年１月に行った価格改定の影響を受け、
一時的に販売数量が減少し、前期の売上を下回りました。カップめん類では、「カップヌードル」群が
既存商品に加え、新たに発売した「カップヌードル トムヤムクンヌードル」の販売も好調であったこと
から、全体の売上増に大きく貢献しました。また、「日清焼そばU.F.O.」も前期を上回る売上となりま
した。当社のデータによると即席めん市場全体では、袋めん類、カップめん類ともに売上高シェアでト
ップとなりました。
　その他、「即席ライス」群において、ルウでもレトルトでもない「第３のカレー」という新ジャンル
を確立すべく発売した「日清カレーメシ」が売上を伸ばしました。
　この結果、報告セグメントにおける日清食品の売上高は、前期比2.3％増の2,157億60百万円となり
ました。

②明星食品
　明星食品㈱の販売状況は、袋めん類では、「明星 チャルメラ」シリーズの売上が伸長したことに加
え、平成27年３月にリニューアル発売した「明星 中華三昧」シリーズの売上が好調でした。カップめ
ん類では、「明星 一平ちゃん 夜店の焼そば」シリーズの売上が堅調に推移しましたが、価格改定直後
の落ち込みも影響して、全体としては売上減となりました。
　この結果、報告セグメントにおける明星食品の売上高は、前期比0.9％減の391億91百万円となりま
した。

③低温事業
　日清食品チルド㈱の販売状況は、主力ブランド「行列のできる店のラーメン」を中心としたラーメン
ジャンルが大きく伸長し、加えて「お好みソース」を新たにラインアップした「日清の太麺焼そば」シ
リーズも引き続き好調に推移し、前期比で売上増となりました。
　日清食品冷凍㈱の販売状況は、具付きラーメン類、焼そば類を中心に売上が伸長しました。特に、平
成26年９月にリニューアル発売した「冷凍 日清具多」シリーズの「辣椒担々麺」や「冷凍 日清中華 上
海焼そば」の売上が好調でした。スパゲッティ類については、平成26年12月の冷凍パスタ商品回収の
影響があったものの前期をやや上回りました。

5
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　この結果、報告セグメントにおける低温事業の売上高は、前期比3.4％増の566億26百万円となりま
した。

④米州地域
　米州地域は、価格競争の影響を受けにくい企業体質への改善を目指しております。米国においては、
大手流通との取り組みを強化し、売上は順調に推移しました。メキシコは、税制改正による小売価格上
昇等の影響が続くものの徐々に回復傾向で、セグメント全体では円安の影響もあったことから増収増益
となりました。
　この結果、報告セグメントにおける米州地域の売上高は前期比10.9％増の357億45百万円となりま
した。

⑤中国地域
　中国地域は、中国大陸市場での販売エリア拡大（華北・東北・西南地区）と大都市を中心にターゲッ
トに合わせた商品アプローチが功を奏し、増収増益となりました。特に中国版カップヌードル「合味
道」は、シンプルかつスタイリッシュな都市型商品として若者の間で認知度が高まり、新規販売エリア
を含め、華東・華南地区を中心に売上が伸長しております。
　この結果、報告セグメントにおける中国地域の売上高は、前期比15.4％増の345億９百万円となりま
した。

⑥その他
　その他の報告セグメントにおける売上高は、日清シスコ㈱の「ごろっとグラノーラ」シリーズや日清
ヨーク㈱の「十勝のむヨーグルト」が好評をいただきました。しかしながら、平成26年１月７日に、
味の民芸フードサービス㈱の株式を譲渡したことに伴い、同社を連結の範囲から除外した影響により、
前期比1.0％減の497億42百万円となりました。

(2) 重要な設備投資及び資金調達の状況
　当連結会計年度の設備投資は、ERPシステム（基幹業務を統合的に管理するツール）の開発、「ごろ
っとグラノーラ」の生産対応工事や生産能力増強を目的とした新ラインの立ち上げ及び新製法対応工事
等を中心に実施しました。その結果、当社グループの設備投資の総額は、229億59百万円となりまし
た。なお、これらに要した資金は、主に自己資金をもって充当しました。

6
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(3) 対処すべき課題
　今後の我が国経済の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善傾向が続く中、原油価格下落の影
響や経済対策等の効果もあって、景気は緩やかに回復していくことが期待されております。しかし、原
材料価格や物流に関わる人件費の上昇、個人消費回復の遅れなど、懸念材料もあり、先行きの不透明感
が残されています。
　一方、海外の景気においては、米国経済は着実な回復が続くと見込まれていますが、その回復の状況
や新興国・資源国経済の動向、欧州における政府債務問題への対応とその影響などに留意する必要があ
ります。
　このような環境の中、当社グループは、平成26年３月期からの3ヵ年を対象とする「中期経営計画
2015」の最終年度にあたり成長分野・成長エリアへの投資の加速と「食の安全・安心」への投資を堅
実に実行してまいります。
　国内では、主要ブランドの徹底強化による長期ブランドビジョンの構築を行います。さらに、コスト
上昇への対策としてサプライチェーンマネジメント(SCM)の全体最適化と再構築を進め、資材調達の効
率化を図ってまいります。
　また、海外におきましては、成長エリアである中国の販売強化と生産拠点の拡充を行うとともに、ア
ジアなど新興国を中心とした人口増や経済発展により即席めんの需要が伸びているエリアでは、即席め
ん市場の成長に対応する施策に取り組んでまいります。
　「食の安全・安心」については、経営の最重要課題と位置づけており、より一層の品質管理体制の強
化に取り組むとともに、老朽化した設備の更新や安全性を高めるための設備投資を積極的に行ってまい
ります。
　「CSR活動」については、国連WFP協会（特定非営利活動法人　国際連合世界食糧計画WFP協会）
への協力、平成20年からの50年間で合計100の社会貢献活動を行う「百福士プロジェクト」及びスポ
ーツ支援活動等を推進し、これからも信頼される企業グループ作りに取り組んでまいります。
　また、平成27年６月から、東京証券取引所に上場する会社を対象とする「コーポレートガバナンス・
コード」が適用されております。当社は、本コードを適切に実行し、コーポレートガバナンスを意識し
た経営を行うことで、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ってまいります。

7
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(4) 財産及び損益の状況の推移

区　分 第64期
平成24年3月期

第65期
平成25年3月期

第66期
平成26年3月期

第67期（当連結会計年度）
平成27年3月期

売上高 （百万円） 380,674 382,793 417,620 431,575
経常利益 （百万円） 28,099 30,964 34,840 32,980
当期純利益 （百万円） 18,538 18,855 19,268 18,505
総資産 （百万円） 414,717 446,132 479,469 512,743
純資産 （百万円） 286,657 315,026 342,300 369,852
1 株
当たり

当期純利益 （円） 167.97 171.12 174.83 167.88
純資産 （円） 2,545.31 2,782.25 3,018.82 3,282.02

(注）1.「1株当たり当期純利益」は、期中平均発行済株式総数に基づき、また「1株当たり純資産」は、期末発行済株式総数に基づき算出しておりま
す。

2.「1株当たり当期純利益」及び「1株当たり純資産」は、発行済株式総数から自己株式を控除して算出しております。

(5) 重要な親会社及び子会社の状況（平成27年３月31日現在）
①重要な親会社の状況
　該当事項はありません。

8

財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2015/05/22 21:58:24 / 14066301_日清食品ホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

②重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容直接 間接 合計
日 清 食 品 株 式 会 社 5,000百万円 100％ － 100％ 即席めんの製造販売
明 星 食 品 株 式 会 社 3,143百万円 100％ － 100％ 即席めんの製造販売
日 清 食 品 チ ル ド 株 式 会 社 100百万円 100％ － 100％ チルド食品の製造販売
日 清 食 品 冷 凍 株 式 会 社 100百万円 100％ － 100％ 冷凍食品の製造販売
日 清 シ ス コ 株 式 会 社 2,600百万円 100％ － 100％ 菓子等の製造販売
日 清 ヨ ー ク 株 式 会 社 870百万円 100％ － 100％ 乳製品の製造販売
日清食品ビジネスサポート株式会社 50百万円 100％ － 100％ グループ内間接業務サポ

ート事業
日清食品アセットマネジメント株式会社 50百万円 100％ － 100％ 不動産賃貸・管理事業
札 幌 日 清 株 式 会 社 250百万円 － 100％ 100％ 即席めんの製造販売
日 清 化 成 株 式 会 社 450百万円 － 100％ 100％ 容器の製造販売
日 清 エ フ ・ デ ィ 食 品 株 式 会 社 100百万円 － 100％ 100％ 即席めん具材の製造販売
香 川 日 清 食 品 株 式 会 社 100百万円 － 100％ 100％ 即席めん具材の製造販売
日清エンタープライズ株式会社 300百万円 － 100％ 100％ 運送業・倉庫業
味 日 本 株 式 会 社 95百万円 － 46％ 46％ スープ類の製造販売
西 日 本 明 星 株 式 会 社 90百万円 － 100％ 100％ 即席めんの製造販売
株 式 会 社 ユ ニ ・ ス タ ー 150百万円 － 100％ 100％ スープ類の製造販売
東 日 本 明 星 株 式 会 社 90百万円 － 100％ 100％ 即席めんの製造販売
埼 玉 日 清 食 品 株 式 会 社 30百万円 － 100％ 100％ チルド食品・冷凍食品の

製造販売
株 式 会 社 明 星 フ レ ッ シ ュ 400百万円 － 100％ 100％ チルド食品の製造販売
四 国 日 清 食 品 株 式 会 社 98百万円 － 100％ 100％ 冷凍食品の製造販売
高 松 日 清 食 品 株 式 会 社 80百万円 － 100％ 100％ 冷凍食品の製造販売
三 重 日 清 食 品 株 式 会 社 100百万円 － 100％ 100％ 冷凍食品の製造販売
株 式 会 社 サ ー ク ル ラ イ ナ ー ズ 50百万円 － 100％ 100％ 運送業・倉庫業
株 式 会 社 ニ ッ キ ー フ ー ズ 60百万円 － 100％ 100％ 冷凍食品の製造販売
宇 治 開 発 興 業 株 式 会 社 100百万円 98％ 0％ 98％ ゴルフ場経営
日 清 ネ ッ ト コ ム 株 式 会 社 24百万円 100％ － 100％ 不動産管理・飲食店経営
ニッシンフーズ（U.S.A.）Co.,Inc. 149,706千米ドル 94％ － 94％ 即席めんの製造販売
明 星 U . S . A . , I n c . 5,000千米ドル 96％ － 96％ チルド食品の製造販売
ニッシンフーズメキシコS.A.de C.V. 215,191千メキシコペソ 100％ － 100％ 即席めんの製造販売
ニッシンフーズコロンビアS.A.S.（注1） 18,326百万コロンビアペソ 100％ － 100％ 即席めんの販売
日 清 食 品 有 限 公 司 1,984,645千香港ドル 100％ － 100％ 即席めんの製造販売
永 南 食 品 有 限 公 司 29,975千香港ドル － 100％ 100％ 即席めん・冷凍食品の製

造販売
日 清 食 品（香 港）管 理 有 限 公 司（注1） 200香港ドル － 100％ 100% グループ内間接業務サポ

ート事業

9

重要な親会社及び子会社の状況
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会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容直接 間接 合計

日清食品（中国）投資有限公司 580,210千人民元（注２） － 100％ 100% 中国事業に対する投資会
社

上 海 日 清 食 品 有 限 公 司 44,000千米ドル － 100％ 100％ 即席めんの製造販売
廣 東 順 徳 日 清 食 品 有 限 公 司 130,000千香港ドル － 100％ 100％ 即席めんの製造販売
東莞日清包装有限公司（注1） 147,000千人民元 － 100％ 100％ 即席めん包装資材の製造
日清湖池屋（中国・香港）有限公司（注1） 10,000千香港ドル － 66％ 66％ 菓子等の販売
福建日清食品有限公司（注1） 235,000千人民元 － 100％ 100％ 即席めんの製造販売
珠海市金海岸永南食品有限公司 84,000千香港ドル － 70％ 70％ 即席めんの製造販売
港 永 南 食 品 （ 深 圳 ） 有 限 公 司 11,000千香港ドル － 100％ 100％ 冷凍食品の製造販売
ニッシンフーズ（アジア）PTE .LTD . 272,959千シンガポールドル 100％ － 100％ 即席めんの製造販売及び

アジアにおける統括会社
イ ン ド ニ ッ シ ン フ ー ズ L T D . 2,650,000千インドルピー － 99％ 99％ 即席めんの製造販売
ニッシンフーズインディアLTD. 500千インドルピー － 100％ 100％ 即席めんの販売
ニ ッ シ ン フ ー ズ K f t . 1,000,000千フォリント 100％ － 100％ 即席めんの製造販売
ニ ッ シ ン フ ー ズ G m b H 25千ユーロ 1％ 99％ 100％ 即席めんの販売
ニッシンユルドゥズグダサナイ
ベ テ ィ ジ ャ ー レ ッ ト  A . S . 99,625千トルコリラ 50％ － 50％ 即席めんの製造販売
ニ ッ シ ン フ ー ズ ベ ト ナ ムC O . , L T D . 54,330千米ドル － 100％ 100％ 即席めんの製造販売
ニッシンフーズ（タイランド）CO. ,LTD. 2,410,000千バーツ － 100％ 100％ 即席めんの製造販売
(注）1．ニッシンフーズコロンビアS.A.S.、日清食品（香港）管理有限公司、東莞日清包装有限公司、日清湖池屋（中国・香港）有限公司及び

福建日清食品有限公司は、重要性が増したため、当連結会計年度から連結の範囲に含めております。
2．当連結会計年度中に出資通貨を米ドルから人民元に変更しております。
3．平成26年12月31日付で連結子会社であった味楽食品有限公司は日清食品有限公司に吸収合併されたため連結の範囲から除外しております。

(6) 重要な企業結合等の状況
　当期中に重要な子会社から除外した会社は、次のとおりであります。

会社名 異動理由及び異動年月
味 楽 食 品 有 限 公 司 平成26年12月31日付で日清食品有限公司が吸収合併いたしました。

10
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(7) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）
　当社グループは、即席めんを主とするインスタント食品の製造及び販売を中核として、その他食品事業、
物流業等周辺事業への展開を図っております。

報告セグメント 主要な商品
日 清 食 品 チキンラーメン、日清ラ王、カップヌードル、日清のどん兵衛、日清焼そばU.F.O.等
明 星 食 品 明星 チャルメラ、明星 一平ちゃん等
低 温 事 業 冷凍 日清スパ王、つけ麺の達人、行列のできる店のラーメン等
米 州 地 域 CUP NOODLES、Top Ramen、CHOW MEIN等
中 国 地 域 出前一丁、CUP NOODLES（合味道）、U.F.O.等
そ の 他 菓子、飲料等

(8) 主要な拠点（平成27年３月31日現在）
①当社の事業所

大阪本社：大阪市淀川区西中島四丁目1番1号
東京本社：東京都新宿区新宿六丁目28番1号
研　究　所：グローバルイノベーション研究センター（東京都）、グローバル食品安全研究所（東京都）
※登記上の本店は、大阪本社でありますが、主要な業務は、東京本社で行っております。

②子会社の事業所
主要な国内子会社：日清食品㈱（大阪府）、明星食品㈱（東京都）、日清食品チルド㈱（大阪府）、

日清食品冷凍㈱（大阪府）、日清シスコ㈱（大阪府）、日清ヨーク㈱（東京都）、
日清食品ビジネスサポート㈱（大阪府）、日清食品アセットマネジメント㈱（東
京都）、札幌日清㈱（北海道）、日清化成㈱（滋賀県）、日清エフ・ディ食品㈱
（岡山県）、香川日清食品㈱（香川県）、日清エンタープライズ㈱（大阪府）、
味日本㈱（広島県）、西日本明星㈱（兵庫県）、㈱ユニ・スター（埼玉県）、東
日本明星㈱（埼玉県）、埼玉日清食品㈱（埼玉県）、㈱明星フレッシュ（神奈川
県）、四国日清食品㈱（香川県）、高松日清食品㈱（香川県）、三重日清食品㈱
（三重県）、㈱サークルライナーズ（香川県）、㈱ニッキーフーズ（大阪府）、
宇治開発興業㈱（京都府）、日清ネットコム㈱（大阪府）

主要な海外子会社：ニッシンフーズ（U.S.A.）Co.,Inc.（米国）、明星U.S.A.,Inc.（米国）、ニッシン
フーズメキシコS.A.de C.V.（メキシコ）、ニッシンフーズコロンビアS.A.S.

11
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（コロンビア）（注1）、日清食品有限公司（中国）、永南食品有限公司（中国）、
日清食品（香港）管理有限公司（中国）（注1）、日清食品（中国）投資有限公
司（中国）、上海日清食品有限公司（中国）、廣東順徳日清食品有限公司（中国）、
東莞日清包装有限公司（中国）（注1）、日清湖池屋（中国・香港）有限公司（中
国）（注1）、福建日清食品有限公司（中国）（注1）、珠海市金海岸永南食品有
限公司（中国）、港永南食品（深圳）有限公司（中国）、ニッシンフーズ（アジ
ア）PTE.LTD.（シンガポール）、インドニッシンフーズLTD.（インド）、　　
ニッシンフーズインディアLTD.（インド）、ニッシンフーズKft.（ハンガリー）、
ニッシンフーズGmbH（ドイツ）、ニッシンユルドゥズグダサナイベティジャー
レットA.S.（トルコ）、ニッシンフーズベトナムCO.,LTD.（ベトナム）、
ニッシンフーズ（タイランド）CO.,LTD.（タイランド）

(注）1.「（5）重要な親会社及び子会社の状況」に記載のとおり、当連結会計年度から連結の範囲に含めております。
2.「（5）重要な親会社及び子会社の状況」に記載のとおり、味楽食品有限公司（中国）を連結の範囲から除外しております。

(9) 従業員の状況（平成27年３月31日現在）
①当社グループの従業員の状況

従業員数 前期末比増減
8,767名 410名増加

(注）従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員の年間平均人員数は4,674名であります。

②当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

596名 71名増加 38.6歳 11.8年
(注）従業員数は、就業人員数であります。

(10) 主要な借入先（平成27年３月31日現在）
借入先 借入額（百万円）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,441
み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,832
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,663
株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 2,018
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 1,607

12
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２ 株式会社の株式に関する事項（平成27年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 500,000,000株
(2) 発行済株式の総数 117,463,685株

(注）発行済株式の総数には、期末に保有する自己株式7,231,787株が含まれております。

(3) 1単元の株式数 100株
(4) 株主数 47,907名
(5) 上位10名の株主の状況

株主名 持株数 持株比率
公 益 財 団 法 人 安 藤 ス ポ ー ツ ・ 食 文 化 振 興 財 団 79,043百株 7.17％
三 菱 商 事 株 式 会 社 78,000百株 7.08％
ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー 59,386百株 5.39％
伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 54,000百株 4.90％
株 式 会 社 安 藤 イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 39,455百株 3.58％
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 33,750百株 3.06％
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 26,285百株 2.38％
小 野 薬 品 工 業 株 式 会 社 24,604百株 2.23％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 21,952百株 1.99％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 20,679百株 1.88％
(注）持株比率は、自己株式（72,317百株）を除く発行済株式の総数を分母として算出しております。

13
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３ 株式会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度末日における新株予約権の状況

名　称 行使期間 新株予約権
の数

目的となる株式の
種類及び数

1株当たりの
払込金額

1株当たりの
行使価額

第 2 回新株予約権 平成21年6月27日〜平成61年6月26日 572個 普通株式 57,200株 2,325円 1円
第 3 回新株予約権 平成21年6月27日〜平成61年6月26日 1,794個 普通株式 1,794株 2,677円 1円
第 4 回新株予約権 平成21年6月27日〜平成61年6月26日 5,862個 普通株式 5,862株 2,677円 1円
第 6 回新株予約権 平成22年6月30日〜平成62年6月29日 583個 普通株式 58,300株 2,616円 1円
第 7 回新株予約権 平成22年6月30日〜平成62年6月29日 3,550個 普通株式 3,550株 3,003円 1円
第 8 回新株予約権 平成22年6月30日〜平成62年6月29日 13,703個 普通株式 13,703株 3,003円 1円
第 9 回新株予約権 平成23年6月30日〜平成63年6月29日 669個 普通株式 66,900株 2,141円 1円
第10回新株予約権 平成23年6月30日〜平成63年6月29日 6,341個 普通株式 6,341株 2,614円 1円
第11回新株予約権 平成23年6月30日〜平成63年6月29日 17,249個 普通株式 17,249株 2,614円 1円
第13回新株予約権 平成24年6月29日〜平成64年6月28日 784個 普通株式 78,400株 2,244円 1円
第14回新株予約権 平成24年6月29日〜平成64年6月28日 5,611個 普通株式 5,611株 2,709円 1円
第15回新株予約権 平成24年6月29日〜平成64年6月28日 22,104個 普通株式 22,104株 2,709円 1円
第17回新株予約権 平成25年6月27日〜平成65年6月26日 757個 普通株式 75,700株 3,003円 1円
第18回新株予約権 平成25年6月27日〜平成65年6月26日 6,054個 普通株式 6,054株 3,461円 1円
第19回新株予約権 平成25年6月27日〜平成65年6月26日 25,315個 普通株式 25,315株 3,461円 1円
第21回新株予約権 平成26年6月27日〜平成66年6月26日 565個 普通株式 56,500株 4,323円 1円
第22回新株予約権 平成26年6月27日〜平成66年6月26日 6,120個 普通株式 6,120株 4,805円 1円
第23回新株予約権 平成26年6月27日〜平成66年6月26日 19,717個 普通株式 19,717株 4,805円 1円

(2) 当事業年度末日における当社役員が有する新株予約権の内容の概要
名　称 個　数 保有者数

取締役（社外取締役を除く。）

第 2 回新株予約権 572個 5名
第 3 回新株予約権 599個 2名
第 4 回新株予約権 870個 1名
第 6 回新株予約権 583個 5名
第 7 回新株予約権 1,454個 2名
第 8 回新株予約権 2,165個 1名
第 9 回新株予約権 669個 6名
第10回新株予約権 800個 1名
第11回新株予約権 2,783個 1名
第13回新株予約権 784個 6名
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名　称 個　数 保有者数

取締役（社外取締役を除く。）

第14回新株予約権 1,063個 1名
第15回新株予約権 3,227個 1名
第17回新株予約権 757個 6名
第18回新株予約権 1,080個 1名
第19回新株予約権 3,623個 1名
第21回新株予約権 565個 7名
第22回新株予約権 927個 1名
第23回新株予約権 3,533個 1名

(3) 当事業年度中に交付された新株予約権の状況

名　称 行使期間 新株予約権
の数

目的となる株式の
種類及び数

1株当たりの
払込金額

1株当たりの
行使価額

第21回新株予約権 平成26年6月27日〜平成66年6月26日 565個 普通株式 56,500株 4,323円 1円
第22回新株予約権 平成26年6月27日〜平成66年6月26日 7,179個 普通株式 7,179株 4,805円 1円
第23回新株予約権 平成26年6月27日〜平成66年6月26日 19,837個 普通株式 19,837株 4,805円 1円

(4) 当事業年度中に当社従業員、当社子会社役員及び従業員に対して交付した新株予約権の区分別内訳
名　称 個　数 交付者数

当 社 従 業 員 第22回新株予約権 7,179個 14名
当 社 子 会 社 取 締 役 第23回新株予約権 19,837個 37名
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４ 株式会社の会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成27年３月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

※取 締 役 社 長 安 藤 宏 基
CEO（グループ最高経営責任者、Chief Executive Officerの略記）
宇治開発興業株式会社　代表取締役社長
公益財団法人安藤スポーツ・食文化振興財団　理事長
特定非営利活動法人国際連合世界食糧計画WFP協会　会長

※取締役副社長 中 川 　 晋 COO（グループ最高執行責任者、Chief Operating Officerの略記）兼
チルド・冷凍事業管掌

※専 務 取 締 役 安 藤 徳 隆
CSO（グループ経営戦略責任者、Chief Strategic Officerの略記）兼
マーケティング管掌 兼 SCM管掌
公益財団法人安藤スポーツ・食文化振興財団　副理事長

常 務 取 締 役 松 尾 昭 英 明星食品株式会社　代表取締役社長

常 務 取 締 役 木 島 綱 雄 CBO（グループ営業責任者、Chief Business Officerの略記）

取 締 役 田 中 　 充 CDO（グループ食品総合研究責任者、Chief Development Officerの略記）兼
グローバルイノベーション研究センター所長

取 締 役 横 山 之 雄 CFO（グループ財務責任者、Chief Financial Officerの略記）

取 締 役 三 浦 善 功 日清食品株式会社　代表取締役社長

取 締 役 安 藤 清 隆
中国総代表
日清食品有限公司　社長
日清湖池屋（中国・香港）有限公司　董事 兼 総経理
公益財団法人安藤スポーツ・食文化振興財団　理事

取 締 役 小 林 　 健 三菱商事株式会社　代表取締役社長

取 締 役 岡 藤 正 広 伊藤忠商事株式会社　代表取締役社長

取 締 役 石 倉 洋 子 独立役員

常 勤 監 査 役 服 部 秀 樹

常 勤 監 査 役 金 森 一 雄

監 査 役 堀之内　　　徹 公益財団法人安藤スポーツ・食文化振興財団　理事

監 査 役 髙 野 裕 士 独立役員、弁護士
(注）1．※印は、代表取締役であります。

2．取締役　小林健、岡藤正広及び石倉洋子の三氏は、社外取締役であります。
3．常勤監査役　金森一雄、監査役　堀之内徹及び髙野裕士の三氏は、社外監査役であります。
4．取締役　石倉洋子及び監査役　髙野裕士の両氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
5．取締役　安藤清隆氏は、平成26年6月26日開催の第66期定時株主総会において取締役に選任されました。
6．常勤監査役　服部秀樹氏は、平成26年6月26日開催の第66期定時株主総会において監査役に選任されました。
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7．取締役　石倉洋子氏につきましては、そのお名前が高名であるため、前記のとおり表記しておりますが、戸籍上のお名前は、栗田洋子氏であ
ります。

8．常勤監査役　金森一雄氏は、金融機関において豊富な業務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
9．当事業年度中に退任した役員

氏　名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

鉄 林 　 修 平 成 2 6 年6 月 2 6 日 辞 任 常勤監査役

10．平成27年4月1日付で、以下のとおり異動がありました。
地　位 氏　名 新担当及び重要な兼職の状況 旧職及び重要な兼職の状況

取締役副社長 中 川 　 晋 COO（グループ最高執行責任者） COO（グループ最高執行責任者）兼
チルド・冷凍事業管掌

専 務 取 締 役 安 藤 徳 隆
CMO（グループマーケティング責任
者、Chief Marketing Officerの略
記）兼
日清食品株式会社　代表取締役社長

CSO（グループ経営戦略責任者）兼
マーケティング管掌 兼 SCM管掌

常 務 取 締 役 木 島 綱 雄 CSO（グループ経営戦略責任者） CBO（グループ営業責任者）

取 締 役 三 浦 善 功 CBO（グループ営業責任者）兼
日清食品株式会社　代表取締役会長 日清食品株式会社　代表取締役社長

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区　分 支給人数 役員報酬
（百万円）

ストック・オプション
（百万円）

合　計
（百万円）

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

12名
（3名）

501
（30）

265
－

767
（30）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

5名
（3名）

42
（34）

－
－

42
（34）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

17名
（6名）

544
（64）

265
－

810
（64）

(注）1．株主総会の決議による役員報酬の限度額は、取締役（使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まない。）年額700百万円以内（平成26年
6月26日開催の第66期定時株主総会決議）、監査役年額60百万円以内（平成7年6月29日開催の第47期定時株主総会決議）であります。

2．株主総会の決議による取締役への株式報酬型ストック・オプションの限度額は、年額500百万円以内であります（平成20年6月27日開催の第
60期定時株主総会決議）。

3．上記には、平成26年6月26日開催の第66期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役1名に対する役員報酬を含んでおります。
4．上記役員報酬には、社外役員が当社の子会社において受け取った報酬9百万円が含まれております。
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(3) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針
　取締役に対する報酬は、株主総会にて決議された総額の範囲内において、取締役の役位や役割の大きさ
等に応じて支給される「基本報酬」と、中長期的に継続した業績向上と企業価値向上への貢献意欲や士気
を高めることを目的とした「株式報酬型ストック･オプション」で構成しております。ただし、社外取締役
に対する報酬は、その職務の性格から業績への連動を排除し、役位に対して支給される「基本報酬」のみ
としております。また、監査役に対する報酬は、監査役の協議により決定しますが、監査という業務の性
格から業績への連動を排除し、役位に対して支給される「基本報酬」のみとしております。

(4) 社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係
　社外取締役小林健氏は、三菱商事株式会社の代表取締役社長であり、社外取締役岡藤正広氏は、伊藤
忠商事株式会社の代表取締役社長であります。当社グループは、両社に製品を販売し、両社から材料を
購入しております。いずれの取引も定型取引であり、社外取締役個人が直接利害関係を有するものでは
ありません。

②社外役員が当社の業務執行取締役の三親等以内の親族である事実
　社外監査役堀之内徹氏は、当社代表取締役社長・CEO安藤宏基氏の義弟であり、当社代表取締役専務
取締役・CMO安藤徳隆氏及び当社取締役・中国総代表安藤清隆氏の叔父であります。

③各社外役員の主な活動状況
区　分 氏　名 主な活動状況

取 締 役 小 林 　 健
当事業年度開催の取締役会10回のうち7回に出席し、企業経営者としての豊富
な経験に基づき、国内外の経済・金融・産業情勢等について、社外役員として
中立かつ客観的観点から、発言を行っております。

取 締 役 岡 藤 正 広
当事業年度開催の取締役会10回のうち7回に出席し、企業経営者としての豊富
な経験に基づき、国内外の経済・金融・産業情勢等について、社外役員として
中立かつ客観的観点から、発言を行っております。

取 締 役 石 倉 洋 子
当事業年度開催の取締役会10回のすべてに出席し、国際企業戦略の専門家とし
ての豊富な経験に基づき、国内外の経済・金融・産業情勢等について、社外役
員として中立かつ客観的観点から、発言を行っております。

常 勤 監 査 役 金 森 一 雄
当事業年度開催の取締役会10回及び監査役会10回のすべてに出席し、銀行勤務
の経験で培った会社経営を監視、検証する視点から、取締役会、監査役会で積
極的な発言を行っております。
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区　分 氏　名 主な活動状況

監 査 役 堀 之 内 　 　 　 徹
当事業年度開催の取締役会10回のうち9回及び監査役会10回のうち9回に出席
し、永年に亘る当社監査役としての深い業務経験と社外監査役としての客観的
な視点から、取締役会、監査役会で積極的な発言を行っております。

監 査 役 髙 野 裕 士
当事業年度開催の取締役会10回及び監査役会10回のすべてに出席し、主に法律
の専門家としての見地から、取締役会、監査役会で積極的な発言を行っており
ます。

④社外役員との責任限定契約の内容の概要
　当社は、平成18年6月29日開催の第58期定時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社外監査役
（常勤監査役金森一雄氏を除く。）との責任限定契約の規定を設けております。責任限定契約の内容の
概要は、以下のとおりであります。
イ．社外取締役との責任限定契約

　当社は、社外取締役が当社の取締役として本契約締結後、会社法第423条第1項の規定により、
その任務を怠り、当社に損害を与えた場合において、社外取締役がその職務を行うにつき、善意で
あり、かつ、重大な過失がなかったときは、金12百万円又は会社法第425条第1項が規定する最低
責任限度額のいずれか高い額を上限として、当社に対し損害賠償責任を負うものとし、その損害賠
償責任額を超える部分については、当社は、社外取締役を免責するものとする。

ロ．社外監査役との責任限定契約
　当社は、社外監査役が当社の監査役として本契約締結後、会社法第423条第1項の規定により、
その任務を怠り、当社に損害を与えた場合において、社外監査役がその職務を行うにつき、善意で
あり、かつ、重大な過失がなかったときは、金10百万円又は会社法第425条第1項が規定する最低
責任限度額のいずれか高い額を上限として、当社に対し損害賠償責任を負うものとし、その損害賠
償責任額を超える部分については、当社は、社外監査役を免責するものとする。
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5 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①当社の事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項の業務に係る報酬等の額
53百万円

②当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
101百万円

(注）当社及び当社の連結子会社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を
区分しておらず、実質的にも区分できないため、①、②の金額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 連結子会社の監査の状況
　当社の連結子会社のうち、海外子会社等の一部については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監
査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者も含む。）の監査を受けております。

(4) 非監査業務の内容
　当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務である、海外
M&A等に係る助言業務を委託し対価を支払っております。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社都合の場合のほか、会計監査人が、会社法、公認会計士法等の法令に違反、抵触した場合、又は、
監督官庁から監査業務停止処分を受けるなど、当社の監査業務に重大な支障をきたす事態が生じた場合、
監査役会は、その事実に基づき、当該会計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任又は不再任が相当
と判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、
当該議案を株主総会に提出いたします。

(注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第6号）
が平成27年５月１日に施行されたことに伴い、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の決定機関を、取締役会から監査役会に変更して
おります。

(6) 会計監査人との責任限定契約の内容の概要
　責任限定契約は締結しておりません。
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6 会社の体制及び方針
　日清食品ホールディングス株式会社（以下「当社」という。）は、取締役の職務の執行が、法令及び定
款に適合することを確保するための体制並びにその他業務の適正を確保するために必要な体制（内部統制
システム構築の基本方針）を以下のとおり整備しております。
　なお、当社取締役会は、この「内部統制システム構築の基本方針」については、適宜見直しを行って、
継続的な改善を図り、より適正かつ効率的な体制の構築に努めることにしております。

(1) 業務運営の基本方針
　当社及び当社の子会社（以下併せて「日清食品グループ」という。）の役員及び従業員は、「日清食品
グループ倫理規程」及び「日清食品グループコンプライアンス規程」のもとに、企業の社会的責任を深く
自覚し、日常の業務遂行において、関係法令を遵守し、社会倫理に適合した行動を実践するよう努めるこ
ととする。
（基本理念）

①私たちの仕事の目的は、顧客満足を第一とし、人々の生活に喜びをもたらす製品及びサービスを提供
することである。

②私たちは、企業の社会的責任を自覚し、法令及び公正な商慣習に則り、かつ透明な企業活動を推進す
るように努める。

③私たちは、企業市民としての自覚を持ち、高潔な倫理観を養い、社会的良識に従い行動する。
（行動規範）

①株主、顧客、取引先等すべての利害関係者と公平・公正で透明な関係を維持する。
②すべての人の基本的人権を尊重し、個人の尊厳を傷つける行為は行わない。また、国籍・民族・宗教・

性別・年齢・社会的身分・障害の有無等により、人を差別しない。
③人々の健康と安全を優先した製品及びサービスの創造開発に努める。
④製品及びサービスは消費者の身体・財産を傷つけるものであってはならず、その品質に起因する問題

には、誠実・迅速に対応して解決を図る。
⑤業務上、営利を追求するあまり、社会的良識とかけ離れた判断・行動をとってはならない。
⑥市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは、一切の関係を遮断する。
⑦企業情報の開示に努め、また、「日清食品グループインサイダー取引管理規程」に従い、インサイダ

ー取引となる行為、未公表の情報を利用した第三者への利益提供・便宜供与は行わない。
⑧企業秘密に属する情報は、厳重に管理し、在職中及び退職後を問わず、社外へ開示・漏洩してはなら

ない。
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⑨知的財産権の維持・確保に努め、同時に他者の知的財産権を尊重し、故意に侵害又は不正使用を行わ
ないことはもちろん、不注意により他者の知的財産権を侵害しないように努める。

⑩取引上の優越的立場を利用し、取引先に不当な不利益を及ぼしてはならない。
⑪職務上の立場を利用して、取引先から個人的な利益・便宜の供与を受けてはならない。
⑫事業活動が地球環境に悪い影響を及ぼさないよう最大限の注意を払う。
⑬地域社会と密接な連携・協調を図り、積極的な地域貢献に取組む。
⑭ここに記されない問題が発生した場合には、すべて「日清食品グループ倫理規程」の基本理念に従っ

て判断・行動しなければならない。

(2) 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制/財務報告の信
　　頼性を確保するための体制

①法令、定款等の遵守を目的として、「日清食品グループ倫理規程」及び「日清食品グループコンプラ
イアンス規程」を定め、日清食品グループの役員・従業員に周知する。

②代表取締役副社長・COOを委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、役員及び従業員が
法令、「定款」、諸規程等を遵守するように努める。また、法務部内に「コンプライアンスグループ」
を設け、対応を強化する。

③法令、「定款」、諸規程等に違反する危険性を回避するために、日清食品グループの各部署は、業務
遂行にあたり必要に応じて弁護士等外部の専門家に相談する。

④代表取締役社長・CEO直轄の内部監査室は、日清食品グループの主要な事業所を定期的に監査し、法
令、「定款」、諸規程等が遵守されていることを確認する。

⑤当社は、法令、「定款」、諸規程等に違反する行為が行われ、又は行われようとしている場合の報告
体制として、「日清食品グループ内部通報規程」を制定し、役員及び従業員に周知徹底を図る。日清
食品グループは、当該通報を行った者に対して、解雇その他のいかなる不利益な取扱いをも行わない。

⑥監査役は、「監査役会規程」、「監査役監査基準」等に基づき取締役の職務執行の適正性を監査する
体制をとる。

⑦適正な人員を配置して、財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの構築及び運用を整
備・推進する。
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(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか、決裁書等取締役の職務の執行に係る重
要な情報を文書又は電磁的媒体に記録し、法令及び「文書管理規程」に基づき適切に保存及び管理を行い、
必要に応じて保存・管理の状況の検証、取締役・監査役からの閲覧要請への対応、規程の適宜の見直し等
を行う。

(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社は、代表取締役副社長・COOを委員長とする「総合リスク対策委員会」を設置し、日清食品グ

ループに係る種々のリスクの予防・発見・管理及び対応を行う。
②日清食品グループは、常に食品の安全・安心を確保することが最も重要な課題であるとの認識のもと、

「食品安全監査基準」を制定し、グローバル食品安全研究所が主体となって、原材料から製品に至る
まで、その安全性を調査、検証する体制を構築する。

③日清食品グループは、「日清食品グループ重大商品事故対応規程」に則り、グループ内の主要な子会
社において「商品事故対策委員会」を設置の上、商品関連リスクについて、迅速かつ的確に対応する
ことにより、被害を最小限に食い止め、再発を防止することとする。

④当社は、環境・安全リスクに対応する組織として「環境委員会」を設置し、環境面等における重大事
故が発生したときは、マニュアルに従って直ちに対応し、事態の収拾、解決にあたる。

⑤「環境委員会」は、必要に応じて「産業廃棄物処理マニュアル」等各種マニュアルを見直し、定期的
に運用状況の確認を行う。

(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制/使用人の職務の執行が法令及び
　　定款に適合することを確保するための体制

①当社は、取締役及び監査役で構成する「定時取締役会」を定期的に、「臨時取締役会」を必要に応じ
て適宜開催し、法令、「定款」及び「取締役会規程」に従い重要事項について審議・決定を行い、ま
た取締役の業務執行状況の報告を受け、その監督等を行う。なお、取締役12名の内3名が社外取締役
であり、監査役4名の内3名が社外監査役となっており、取締役の業務執行の監督機能を果たしてい
る。

②当社は、経営効率の向上を図るため、取締役及び常勤監査役で構成する「経営会議」を毎月2回開催
して、「取締役会」で決議される事項の審議等を行い、また「決裁規程」により取締役会から権限委
譲を受けた事項について、審議・決定を行う。
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③当社は、チーフオフィサーで構成する「グループ会社戦略プレゼン」を原則として毎月2回開催し、
主要子会社社長及び海外の地域総代表に戦略（商品、財務、人材等）の報告、提案と確認を行わせ、
子会社の業務執行状況を監督する。

④当社は、チーフオフィサーで構成する「ＧＰＳプレゼン（Global Platform System Presentation)」
を原則として毎月1回開催し、チーフオフィサーから戦略の提案を行い、プラットフォームの業務執
行状況を監督する。

⑤当社は、「経営会議」の事前審議機関として、ＣＳＯ（グループ経営戦略責任者）を委員長とし、原
則として各プラットフォームから招集されたメンバーで構成する「投融資委員会」を毎月1回開催し、
重要投融資案件等の事前審査・検討を行う。

⑥当社は、「取締役会」及び「経営会議」の諮問機関として、チーフオフィサー等で構成する「人事委
員会」を毎月1回開催し、グループ人事戦略の検討を行う。

⑦当社は、取締役及び従業員の適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、「職務権限規程」、「業
務分掌規程」等の諸規程を整備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図る。

⑧取締役については、その経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できるように、任期を1
年とする。

(6) 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①「日清食品グループ倫理規程」及び「日清食品グループコンプライアンス規程」を、日清食品グルー

プにおける業務運営の倫理上及び業務上の指針とする。
②日清食品グループの事業遂行内容については、当社担当部門が窓口となり定期的に報告を受け、また

重要案件については、「決裁規程」に基づき社内の決裁権限者の承認を、又は子会社で、その権限を
超える場合は当社取締役会等の承認を得ることとする。

③監査役及び内部監査室は、日清食品グループの運営が法令、「定款」、諸規程等を遵守しているかを
確認するために、定期的に往査も含めた監査を行う。

(7) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項
　当社は、「監査役会」に直属する監査役室を設置し、監査役の職務を補助すべき者として、専任の従業
員を数名配置しており、現状、十分である旨「監査役会」から意見表明を受けている。
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(8) 監査役の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性及びこれに対する指示の実効性確保に関する
　　事項

①監査役の職務を補助すべき従業員の選任・異動等の人事に関する事項については、事前に常勤監査役
の同意を得ることとし、その人事考課は常勤監査役が行う。

②監査役による指示の実効性確保のため、監査役の職務を補助すべき従業員は、当社の業務執行に係る
役職を兼務せず、監査役の指揮命令下で職務を遂行する。

(9) 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
①日清食品グループの取締役は、日清食品グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した

ときは、直ちに当該事実を「監査役会」に報告する。
②日清食品グループの取締役及び従業員は、「監査役監査基準」の定めるところに従い、法令が定める

事項のほか、日清食品グループの財務及び事業に重大な影響を及ぼすおそれのある事実、決定の内容
等を直ちに当社監査役に報告する。

③日清食品グループの従業員は、日清食品グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した
ときは、当該事実を監査役に報告する。

　④日清食品グループは、前三項の報告をした者について当該報告をしたことを理由としていかなる不利
　　な取扱いもしない。
　⑤取締役、執行役員及び従業員は、監査役又は監査役会が監査の実施のために弁護士、公認会計士その
　　他の社外の専門家に対して助言を求める又は調査、鑑定その他の事務を委託するなど所要の費用を請
　　求するときは、当該請求にかかる費用が監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、
　　これを拒むことができない。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①原則として毎月、全監査役が出席して「定時監査役会」を、更に必要に応じて「臨時監査役会」を開

催し、監査所見、監査上の重要課題等について監査役相互で意見を交換する。その結果を「取締役会」
において監査役会報告として定期的に報告する。

②取締役又は従業員は、月次の業績、財務の状況等に関して、「取締役会」、「経営会議」等で定期的
に報告を行い、各種議事録、決裁書その他業務の執行に関する重要な文書等については、常勤監査役
への回付及び閲覧を要する。また、監査役から要請があるときは、十分に説明する。

③監査役は、内部監査室及び会計監査人と、原則として2カ月に1回、定例会合を開催し情報交換を行う
等、監査役の監査が実効的に行われる体制とする。
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(11) 反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及び反社会的勢力排除に向けた整備状況
　日清食品グループは、企業活動を行う上で、「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団
体とは、一切の関係を遮断する」ことを基本方針とし、「日清食品グループ倫理規程」の行動規範の中で
同方針を明文化し、これを周知徹底している。
　当社は、総務部を反社会的勢力対応統括部門とし、総務部が中心となり、平素から行政機関や外部専門
組織等から情報収集を行い、不測の事態には速やかに連携して対応できる体制を整えている。

(注)「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第6号）が
平成27年5月1日に施行されたことに伴い、平成27年5月7日開催の当社取締役会の決議により、内容を一部改定しており、上記の基本方針は当該
改定がなされた後のものであります。
なお、改定内容は、日清食品グループの業務の適正を確保するための体制及び監査に関する体制について日清食品グループの現状に即した見直し
及び法令の改正に合わせて具体的かつ明確な表現へと変更したものであります。
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7 会社の支配に関する基本方針
(1) 基本方針の内容
　当社は、創業者が掲げた「食足世平」、「美健賢食」、「食創為世」及び「食為聖職」の４つの言葉を
変わることのない創業の価値観と捉え、グローバルに「食」の楽しみや喜びを提供することで、社会や地
球に貢献する「ＥＡＲＴＨ ＦＯＯＤ ＣＲＥＡＴＯＲ」をグループ理念とし、その体現を目指しておりま
す。
　前中期経営計画「ＵＦＰ２０１２」ではイノベーション＆マーケティング力をコアドライブに、国内事
業の徹底した付加価値の訴求と海外事業の収益基盤の構築を推進しました。
　その結果、売上高の伸長は実現できたものの、東日本大震災の発生も影響し、計画数値を達成すること
はできませんでした。しかしながら、この期間で国内事業の収益力向上と海外事業の成長に向けた基盤構
築は実現でき、新しい中期経営計画に繋がる実りある時期であったと考えております。
　平成２５年度からの３カ年では「中期経営計画２０１５」（以下「本中計」といいます。）に取り組ん
でおります。本中計では「グローバルカンパニーへの推進」をテーマに、１．国内事業の収益力強化、２．
海外事業での成長加速、３．グローバルカンパニーとしてのプラットフォーム機能の強化・推進を図りま
す。
　国内事業ではグループの力を活用した、新しい収益モデルの確立を行ってまいります。具体的には①新
たなビジネスモデル（ハイスピードブランディングシステム）の導入、②グループ会社の共同購買・共同
物流等によるコスト削減を行ってまいります。
　海外事業では①成熟市場、②成長市場、③新規市場別に事業モデルの確立を行ってまいります。

①成熟市場とは、欧州や北米など、めん文化が根づいた今後さらなる強化・効率化によって収益性改善
が望まれる地域のことで、北米では特定顧客層に注力した日清食品ブランドの強化と価値提案による
収益確保を目指し、欧州では既存展開国での収益改善と展開エリアの拡大を図ります。

②成長市場とは、中国・東南アジア・インド及びその周辺を指し、元々めん文化が根づいており、人口
も多く即席めん市場の一層の拡大が見込まれる市場のことです。中国では圧倒的なシェアをもつ香港
地区を中心にカップヌードルの収益力強化に努めるとともに、華南での成功モデルを華東・華北・西
南地域へ展開します。また、アジア地域では特定顧客層・地域に注力し、その領域でブランディング
を行った上で、ボリュームゾーンでシェアの拡大と横展開を進めてまいります。

③新規市場とは、アフリカや南米など、成長市場と同様に需要拡大の可能性はあるものの、めん文化が
根づいておらず、今後市場性を見極めていく必要のある地域を指し、既存の拠点を活用した地理的拡
大に取り組んでまいります。
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　当社グループは今後もこうしたグローバル戦略の着実な遂行を通じて、持続的な成長を実現し、企業価
値の向上及び株主共同の利益の最大化に努めます。

(2) 不適切な支配の防止のための取組み
　当社は、大規模買付者により大規模買付行為が行われる場合、これを受け入れて大規模買付行為に応じ
るか否かの判断は、最終的には株主の皆様ご自身の判断に委ねられるべきものであると考えております。
　しかしながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社の事業及び経営の方針に直ちに大きな影響
を与えうるものであり、当社の企業価値及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しており
ます。また、近時の日本の資本市場と法制度の下においては、上記(1)で述べた当社の企業価値の根幹を
脅かし、当社の企業価値及び株主共同の利益に明白な侵害をもたらすような大規模買付行為がなされるお
それも、決して否定できない状況にあります。
　そこで、当社としては、大規模買付行為が行われようとする場合、大規模買付者に対して大規模買付行
為が当社の企業価値及び株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断する必要かつ十分な情報を提供するよ
うに求めること、大規模買付者の提案する事業及び経営の方針等が当社の企業価値及び株主共同の利益に
与える影響を当社取締役会が検討・評価して株主の皆様の判断の参考に供すること、さらに、場合によっ
ては、当社取締役会が大規模買付行為又は当社の事業及び経営の方針等について大規模買付者と交渉・協
議を行い、あるいは当社取締役会としての事業及び経営の方針等に関する代替案を株主の皆様に提示する
というプロセスを確保するとともに、当社の企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害を防止する
ため、大規模買付行為に対する対抗措置を準備しておくことも、株主の皆様に対する責務であると考えて
おります。
　当社は、かかる見解を具体化する施策として、平成19年6月28日開催の当社第59期定時株主総会にお
いて、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本対応策」といいます。）
の導入（平成25年6月26日開催の第65期定時株主総会において、平成28年6月下旬開催予定の当社第68
期定時株主総会終結の時まで延長すること等の改正をご承認いただいております。）を決議しております。
また、大規模買付者が従うべき一定の情報提供等に関する手続き並びに大規模買付者が当該手続きを遵守
しない場合又は大規模買付行為によって当社の企業価値及び株主共同の利益が毀損される場合に当社がと
りうる対抗措置発動の要件、手続き及び内容に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）
を定めております。
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(3) 不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断
　本対応策は、株主の皆様をして大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断を可能ならしめ、
かつ当社の企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するために、大規模買付者が従うべき
ルール、並びに当社が発動しうる対抗措置の要件及び内容を予め設定するものであり、当社の企業価値及
び株主共同の利益の確保・向上を目的とするものです。
　また、大規模買付ルールの内容並びに対抗措置の内容及び発動要件は、当社の企業価値及び株主共同の
利益の確保・向上という目的に照らして合理的であり、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上
に資するような大規模買付行為までも不当に制限するものではないと考えます。
　なお、本対応策においては、対抗措置の発動等に際して、取締役の恣意的判断を排除し、当社の企業価
値及び株主共同の利益の確保・向上という観点から客観的に適切な判断を行うための諮問機関として独立
委員会を設置することとしております。当社取締役会は、対抗措置の発動等の決定に先立ち、独立委員会
の勧告を得る必要があり、また当社取締役会はかかる独立委員会の勧告を最大限尊重しなければなりませ
んので、これにより、当社取締役会による恣意的判断が排除されることになります。

8 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、常にグループ収益力の強化に努め、企業価値の向上と株主の皆様に対する適切な利益還元を最
重要経営課題と認識し、連結業績や今後の資金需要を勘案しながら、継続的かつ安定的な利益還元を行っ
ていくことを基本方針としております。
　また、内部留保した資金の使途につきましては、更なる企業価値の向上を図るための設備投資、研究開
発投資、M&A等の資金需要に備えるとともに、余資につきましては、リスクを勘案しながら、効率的に運
用してまいります。
　上記方針に基づき、今後の株主配当につきましては、連結配当性向40％を目処として、努めてまいりま
す。

(注）1．本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
ただし、1株当たり当期純利益、1株当たり純資産及び百分率については、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

2．記載金額には消費税等は含まれておりません。
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連 結 計 算 書 類
連結貸借対照表 （平成27年3月31日現在） （単位：百万円）

科目 金額
資 産 の 部
流 動 資 産 201,507

現 金 及 び 預 金 94,365
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 54,491
有 価 証 券 19,153
商 品 及 び 製 品 12,015
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 11,053
繰 延 税 金 資 産 4,688
そ の 他 6,163
貸 倒 引 当 金 △422

固 定 資 産 311,236
有 形 固 定 資 産 147,249

建 物 及 び 構 築 物 44,249
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 40,498
工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,949
土 地 51,097
リ ー ス 資 産 1,012
建 設 仮 勘 定 5,912
そ の 他 1,528

無 形 固 定 資 産 8,212
の れ ん 701
そ の 他 7,511

投 資 そ の 他 の 資 産 155,773
投 資 有 価 証 券 135,441
出 資 金 15,292
長 期 貸 付 金 2,004
繰 延 税 金 資 産 950
そ の 他 2,406
貸 倒 引 当 金 △322

資 産 合 計 512,743

科目 金額
負 債 の 部
流 動 負 債 103,027

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 44,896
短 期 借 入 金 3,870
未 払 金 27,085
リ ー ス 債 務 153
未 払 法 人 税 等 5,163
そ の 他 21,857

固 定 負 債 39,863
長 期 借 入 金 9,461
リ ー ス 債 務 432
資 産 除 去 債 務 55
繰 延 税 金 負 債 21,346
再評価に係る繰延税金負債 2,454
退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,394
そ の 他 2,719

負 債 合 計 142,891
純 資 産 の 部
株 主 資 本 325,175

資 本 金 25,122
資 本 剰 余 金 48,417
利 益 剰 余 金 273,319
自 己 株 式 △21,684

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 36,608
その他有価証券評価差額金 35,102
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 57
土 地 再 評 価 差 額 金 △5,739
為 替 換 算 調 整 勘 定 6,016
退職給付に係る調整累計額 1,169

新 株 予 約 権 1,518
少 数 株 主 持 分 6,551
純 資 産 合 計 369,852
負 債 純 資 産 合 計 512,743
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連結損益計算書 （平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額
売 上 高 431,575
売 上 原 価 242,915
売 上 総 利 益 188,659

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 164,358
営 業 利 益 24,300
営 業 外 収 益

受 取 利 息 889
受 取 配 当 金 1,875
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,929
為 替 差 益 2,486
そ の 他 1,014 9,195

営 業 外 費 用
支 払 利 息 247
租 税 公 課 53
そ の 他 214 515

経 常 利 益 32,980
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 385
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,505
そ の 他 200 3,090

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 143
固 定 資 産 廃 棄 損 431
減 損 損 失 5,057
関 係 会 社 株 式 評 価 損 720
製 造 委 託 契 約 解 約 損 333
そ の 他 370 7,056

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 29,014
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,491
法 人 税 等 調 整 額 △195 10,295

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 18,719
少 数 株 主 利 益 214

当 期 純 利 益 18,505
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連結株主資本等変動計算書 （平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平 成 2 6 年 4 月 1 日 期 首 残 高 25,122 48,416 263,585 △21,710 315,413
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,267 △8,267
当 期 純 利 益 18,505 18,505
自 己 株 式 の 取 得 △9 △9
自 己 株 式 の 処 分 0 35 36
土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 84 84
連 結 範 囲 の 変 動 △726 △726
連 結 子 会 社 の 決 算 期 の 変 更 に 伴 う 増 減 40 40
持分法適用会社の決算期の変更に伴う増減 127 127
そ の 他 △29 △29
株主資本以外の項目の連結会計年度
中 の 変 動 額 （ 純 額 ） －

連結会計年度中の変動額合計 － 0 9,734 26 9,761
平成27年3月31日期末残高 25,122 48,417 273,319 △21,684 325,175

その他の包括利益累計額
新株

予約権
少数株主

持分
純資産
合計

その他有価
証券評価差

額金
繰延ヘッジ

損益
土地再評価

差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整累

計額
その他の包括利
益累計額合計

平 成 2 6 年 4 月 1 日 期 首 残 高 17,562 38 △5,898 5,214 408 17,325 1,180 8,381 342,300
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,267
当 期 純 利 益 18,505
自 己 株 式 の 取 得 △9
自 己 株 式 の 処 分 36
土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 84
連 結 範 囲 の 変 動 △726
連 結 子 会 社 の 決 算 期 の 変 更 に 伴 う 増 減 40
持分法適用会社の決算期の変更に伴う増減 127
そ の 他 △29
株主資本以外の項目の連結会計年度
中 の 変 動 額 （ 純 額 ） 17,540 19 159 802 760 19,282 337 △1,829 17,790

連結会計年度中の変動額合計 17,540 19 159 802 760 19,282 337 △1,829 27,551
平成27年3月31日期末残高 35,102 57 △5,739 6,016 1,169 36,608 1,518 6,551 369,852
(注）記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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計 算 書 類
貸借対照表 （平成27年3月31日現在） （単位：百万円）

科目 金額
資 産 の 部
流 動 資 産 99,670

現 金 及 び 預 金 53,434
売 掛 金 21,270
有 価 証 券 18,901
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,293
前 払 費 用 148
繰 延 税 金 資 産 512
短 期 貸 付 金 63
未 収 入 金 775
未 収 還 付 法 人 税 等 765
そ の 他 2,554
貸 倒 引 当 金 △49

固 定 資 産 286,573
有 形 固 定 資 産 18,712

建 物 7,359
構 築 物 741
機 械 及 び 装 置 558
車 両 運 搬 具 1
工 具 、 器 具 及 び 備 品 840
土 地 8,757
リ ー ス 資 産 34
建 設 仮 勘 定 418

無 形 固 定 資 産 5,616
商 標 権 1
ソ フ ト ウ ェ ア 186
そ の 他 5,428

投 資 そ の 他 の 資 産 262,245
投 資 有 価 証 券 91,659
関 係 会 社 株 式 166,987
関 係 会 社 出 資 金 2,524
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 190
そ の 他 887
貸 倒 引 当 金 △3

資 産 合 計 386,244

科目 金額
負 債 の 部
流 動 負 債 109,665

支 払 手 形 165
買 掛 金 28,515
リ ー ス 債 務 13
未 払 金 3,423
未 払 費 用 1,168
預 り 金 74,195
前 受 収 益 107
そ の 他 2,075

固 定 負 債 14,997
リ ー ス 債 務 23
繰 延 税 金 負 債 11,607
再評価に係る繰延税金負債 869
退 職 給 付 引 当 金 269
そ の 他 2,227

負 債 合 計 124,662
純 資 産 の 部
株 主 資 本 232,627

資 本 金 25,122
資 本 剰 余 金 48,371

資 本 準 備 金 48,370
そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 180,817
利 益 準 備 金 6,280
そ の 他 利 益 剰 余 金 174,537

土 地 圧 縮 積 立 金 2,509
設 備 改 善 積 立 金 200
海 外 市 場 開 発 積 立 金 200
商 品 開 発 積 立 金 300
別 途 積 立 金 160,300
繰 越 利 益 剰 余 金 11,027

自 己 株 式 △21,684
評 価 ・ 換 算 差 額 等 27,436

その他有価証券評価差額金 33,216
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 57
土 地 再 評 価 差 額 金 △5,836

新 株 予 約 権 1,518
純 資 産 合 計 261,582
負 債 純 資 産 合 計 386,244
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損益計算書 （平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額
売 上 高

経 営 サ ポ ー ト 料 収 入 12,651
関 係 会 社 受 取 配 当 金 収 入 11,592
そ の 他 の 売 上 高 8,139 32,383

売 上 原 価 7,266
売 上 総 利 益 25,116

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,652
営 業 利 益 10,464
営 業 外 収 益

受 取 利 息 77
有 価 証 券 利 息 208
受 取 配 当 金 1,508
為 替 差 益 2,227
そ の 他 463 4,486

営 業 外 費 用
支 払 利 息 25
租 税 公 課 53
そ の 他 15 94

経 常 利 益 14,855
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 112
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,205
そ の 他 3 2,322

特 別 損 失
固 定 資 産 廃 棄 損 10
減 損 損 失 19
関 係 会 社 株 式 評 価 損 6,673
そ の 他 0 6,703

税 引 前 当 期 純 利 益 10,473
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,956
法 人 税 等 調 整 額 240 2,197

当 期 純 利 益 8,275
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株主資本等変動計算書 （平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰
余金

利益
準備金

その他利益剰余金
土地圧縮
積立金

設備改善
積立金

海 外 市
場 開 発
積 立 金

商品開発
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平 成 2 6 年 4 月 1 日 期 首 残 高 25,122 48,370 － 6,280 2,398 200 200 300 160,300 11,045
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,267
当 期 純 利 益 8,275
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 0
土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 84
税率変更に伴う積立金の調整額 111 △111
株主資本以外の項目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 0 － 111 － － － － △18
平成27年3月31日期末残高 25,122 48,370 0 6,280 2,509 200 200 300 160,300 11,027

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他有価
証券評価差

額金
繰延ヘッジ

損益
土地再評価

差額金
評価・換算
差額等合計

平 成 2 6 年 4 月 1 日 期 首 残 高 △21,710 232,506 17,496 38 △5,833 11,701 1,180 245,388
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,267 △8,267
当 期 純 利 益 8,275 8,275
自 己 株 式 の 取 得 △9 △9 △9
自 己 株 式 の 処 分 35 36 36
土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 84 84
税率変更に伴う積立金の調整額 － －
株主資本以外の項目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ） － 15,719 19 △3 15,735 337 16,073

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 26 120 15,719 19 △3 15,735 337 16,193
平成27年3月31日期末残高 △21,684 232,627 33,216 57 △5,836 27,436 1,518 261,582
(注）記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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監 査 報 告 書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成27年5月14日

日清食品ホールディングス株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高 橋 　 勝 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 坂 本 一 朗 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 口 誠 司 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、日清食品ホールディングス株式会社の平成26年4月1日から平成27年3月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ
とを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日清食品ホール
ディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成27年5月14日

日清食品ホールディングス株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高 橋 　 勝 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 坂 本 一 朗 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 口 誠 司 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、日清食品ホールディングス株式会社の平成26年4月1日から平成27年
3月31日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監査報告書

　当監査役会は、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第67期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し

た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使

用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使

用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3

項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締

役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事

業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議

の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交

換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること

を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記

載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき

事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったもので

あり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年5月15日

日清食品ホールディングス株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 服 部 秀 樹 ㊞
常 勤 監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ） 金 森 一 雄 ㊞
監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ） 堀之内　徹 ㊞
監 査 役
（社 外 監 査 役 ） 髙 野 裕 士 ㊞

以　上
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株 主 総 会 参 考 書 類
議案及び参考事項

第1号議案 剰余金の処分の件
　当社は、常にグループ収益力の強化に努め、企業価値の向上と株主の皆様に対する適切な利益還元
を最重要経営課題と認識し、連結業績や今後の資金需要を勘案しながら、継続的かつ安定的な利益還
元を行っていくことを基本方針としております。
　また、内部留保いたしました資金の使途につきましては、更なる企業価値の向上を図るための設備
投資、研究開発投資、M＆A等の資金需要に備えるとともに、余資につきましては、リスクを勘案し
ながら効率的に運用してまいります。
　なお、今後の株主配当金につきましては、連結配当性向40％を目処として、努めてまいります。
　当期の期末配当につきましては、以上の方針に基づき次のとおりとさせていただきたく存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類 金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する
事項及びその総額

当社普通株式1株につき金 35円
総額 3,858,116,430円
これにより、中間配当金（1株につき金40
円）と合わせまして、年間配当金は1株に
つき金75円（連結配当性向44.7％）とな
ります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 平成27年6月26日（金曜日）
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第2号議案 取締役13名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役12名全員が任期満了となります。つきましては、今後
のコーポレートガバナンス強化の一層の推進等のため社外取締役を1名増員し、取締役13名の選任を
お願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

1
あん

安
どう

藤
 

　
こう

宏
き

基
（昭和22年10月7日生）

昭和48年 7月 当社入社

118,238株
後記欄外
（注）3.
参　照

昭和49年 5月 当社取締役海外事業部長、開発部長
昭和54年 4月 当社常務取締役営業本部長
昭和56年 6月 当社代表取締役（現任）専務取締役
昭和58年 7月 当社代表取締役副社長
昭和60年 6月 当社代表取締役社長（現任）
平成19年 1月 宇治開発興業株式会社代表取締役社長（現任）

財団法人（現 公益財団法人）安藤スポーツ・
食文化振興財団理事長（現任）

平成20年10月 当社代表取締役社長・CEO（グループ最高
経営責任者）（現任）

平成22年 8月 特定非営利活動法人国際連合世界食糧計画
WFP協会会長（現任）

重要な兼職の状況
宇治開発興業株式会社代表取締役社長
公益財団法人安藤スポーツ・食文化振興財団理事長
特定非営利活動法人国際連合世界食糧計画WFP協会会長
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

2
なか

中
がわ

川
 

　
すすむ

晋
（昭和21年11月3日生）

昭和44年 4月 当社入社

30,937株 な　し

平成13年 6月 当社執行役員中央研究所長
平成14年 6月 当社取締役
平成16年 6月 当社常務取締役経営企画担当・監査担当
平成17年 6月 当社代表取締役（現任）常務取締役・営業管掌
平成19年 6月 当社代表取締役専務取締役
平成20年10月 当社代表取締役専務取締役・COO（グループ

最高執行責任者）（現任）兼 中国総代表
日清食品株式会社代表取締役社長

平成
平成

22
26

年
年

6
4
月
月

当社代表取締役副社長（現任）・COO
当社代表取締役副社長・COO 兼 チルド・
冷凍事業管掌

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

3
あん

安
どう

藤
 

　
のり

徳
たか

隆
（昭和52年6月8日生）

平成16年 6月 財団法人（現 公益財団法人）安藤スポーツ・
食文化振興財団常務理事

30,950株 な　し

平成19年 3月 当社入社　経営企画部部長
平成20年 2月 当社執行役員経営戦略部長
平成20年 6月 当社取締役マーケティング担当
平成20年10月 当社取締役・CMO（グループマーケティング

責任者）
平成22年 6月 当社専務取締役（現任）・CMO

日清食品株式会社代表取締役副社長
財団法人（現 公益財団法人）安藤スポーツ・
食文化振興財団副理事長（現任）

平成23年 4月 当社専務取締役・CMO 兼 米州総代表
平成24年 4月 当社専務取締役・CSO（グループ経営戦略

責任者）

平成

平成

平成

26

26

27

年

年

年

4

6

4

月

月

月

兼 Regional Headquarters of Asia統括
当社専務取締役・CSO 兼 マーケティング管掌
兼 生産・資材管掌
当社代表取締役（現任）専務取締役・CSO 兼 
マーケティング管掌 兼 SCM管掌
当社代表取締役専務取締役・CMO（現任） 
兼 日清食品株式会社代表取締役社長（現任）

重要な兼職の状況
日清食品株式会社代表取締役社長
公益財団法人安藤スポーツ・食文化振興財団副理事長
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

4
まつ

松
お

尾
 

　
あき

昭
ひで

英
（昭和24年3月7日生）

昭和48年 4月 当社入社

20,677株 な　し

平成14年 6月 当社取締役チルド食品事業部長
平成17年 6月 当社常務取締役（現任）経営企画担当
平成20年 2月 当社常務取締役低温事業本部長
平成20年10月 日清食品チルド株式会社代表取締役社長

日清食品冷凍株式会社代表取締役社長
平成22年 6月 当社常務取締役・CSO（グループ事業戦略

責任者）
平成23年 4月 当社常務取締役アジア総代表 兼 アジア戦略

本部長
平成24年 1月 当社常務取締役・CPO（グループ生産責任者）
平成24年11月 当社常務取締役冷凍食品事業管掌
平成

平成

25

26

年

年

4

4

月

月

当社常務取締役生産・資材管掌 兼 チルド・
冷凍事業管掌
当社常務取締役 兼 　　　　　　　　　　　
明星食品株式会社代表取締役社長（現任）

重要な兼務の状況
明星食品株式会社代表取締役社長

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

5
き

木
じま

島
 

　
つな

綱
お

雄
（昭和23年5月9日生）

昭和46年 4月 三菱商事株式会社入社

1,642株 な　し

平成14年 4月 同社執行役員食品本部長
平成17年 4月 同社常務執行役員
平成18年 4月 同社欧州ブロック統括
平成20年 4月 同社欧阿中東CIS統括
平成21年 4月 同社中国総代表
平成24年 1月 当社顧問
平成
平成
平成

25
25
27

年
年
年

4
6
4

月
月
月

当社顧問・CBO（グループ営業責任者）
当社常務取締役（現任）・CBO
当社常務取締役・CSO（グループ経営戦略
責任者）（現任）
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

6
た

田
なか

中
 

　
みつる

充
（昭和35年2月3日生）

昭和57年 4月 当社入社

10,195株 な　し

平成16年 3月 ニッシンフーズ（U.S.A.）Co.,Inc.
取締役副社長

平成18年 5月 当社生産管理部部長
平成19年 6月 当社執行役員中央研究所副所長
平成20年 2月 当社執行役員中央研究所長
平成20年 6月 当社取締役（現任）中央研究所長
平成

平成

20

26

年

年

10

3

月

月

当社取締役・CDO（グループ食品総合研究
責任者）（現任）食品総合研究所長
当社取締役・CDO 兼
グローバルイノベーション研究センター所長
（現任）

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

7
よこ

横
やま

山
 

　
ゆき

之
お

雄
（昭和31年11月16日生）

昭和54年 4月 株式会社富士銀行（現 株式会社みずほ銀行）
入行

1,792株 な　し

平成17年 4月 株式会社みずほ銀行渋谷支店長
平成19年 4月 同行執行役員渋谷支店長
平成20年 4月 当社入社　執行役員財務部長
平成20年10月 当社執行役員財務経理部長

日清食品アセットマネジメント株式会社
代表取締役社長

平成22年 1月 当社執行役員・CFO（グループ財務責任者）
（現任）

平成22年 6月 当社取締役（現任）・CFO
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

8
み

三
うら

浦
 

　
よし

善
のり

功
（昭和26年3月13日生）

昭和50年 4月 当社入社

5,736株 な　し

平成17年 3月 当社東京営業部部長
平成18年 6月 当社執行役員東京営業部長
平成19年 3月 当社執行役員営業本部長
平成19年 6月 当社取締役営業本部長
平成20年10月 日清食品株式会社常務取締役営業本部長
平成21年 6月 同社代表取締役（現任）専務取締役
平成24年 1月 当社執行役員・CSO（グループ営業責任者）
平成24年 4月 当社執行役員・CBO（グループ営業責任者）
平成24年 6月 当社取締役（現任）・CBO
平成

平成

25

27

年

年

4

4

月

月

当社取締役 兼
日清食品株式会社代表取締役社長
当社取締役・CBO（現任） 兼
日清食品株式会社代表取締役会長（現任）

重要な兼職の状況
日清食品株式会社代表取締役会長

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

9
あん

安
どう

藤　
きよ

清
たか

隆
（昭和54年9月11日生）

平成20年 1月 当社入社

24,278株
後記欄外
（注）3.
参　照

平成20年10月 日清食品株式会社営業本部営業企画部次長
平成21年 3月 当社執行役員日清食品有限公司社長（現任）
平成21年10月 当社執行役員中国総代表（現任）

日清食品有限公司社長
平成

平成

22

26

年

年

6

3

月

月

財団法人（現 公益財団法人）安藤スポーツ・
食文化振興財団理事（現任）
日清湖池屋（中国・香港）有限公司董事 兼　
総経理（現任）

平成26年 6月 当社取締役（現任）・中国総代表
　重要な兼職の状況
　日清食品有限公司社長
　日清湖池屋（中国・香港）有限公司董事 兼 総経理
　公益財団法人安藤スポーツ・食文化振興財団理事
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

10
こ

小
ばやし

林
 

　
けん

健
（昭和24年2月14日生）

昭和46年 7月 三菱商事株式会社入社

4,154株
後記欄外
（注）3.
参　照

平成15年 4月 同社執行役員シンガポール支店長
平成16年 6月 同社執行役員プラントプロジェクト本部長
平成18年 4月 同社執行役員船舶・交通・宇宙航空事業本部長
平成19年 4月 同社常務執行役員新産業金融事業グループ

CEO
平成19年 6月 同社取締役常務執行役員新産業金融事業

グループCEO
平成20年 6月 同社常務執行役員新産業金融事業グループ

CEO
平成22年 4月 同社副社長執行役員社長補佐
平成22年 6月 同社代表取締役　社長（現任）
平成23年 6月 当社取締役（現任）
重要な兼職の状況
三菱商事株式会社代表取締役　社長

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

11
おか

岡
ふじ

藤
 

　
まさ

正
ひろ

広
（昭和24年12月12日生）

昭和49年 4月 伊藤忠商事株式会社入社

4,154株
後記欄外
（注）3.
参　照

平成14年 6月 同社執行役員
平成16年 4月 同社常務執行役員
平成16年 6月 同社常務取締役
平成18年 4月 同社専務取締役
平成21年 4月 同社取締役副社長
平成22年 4月 同社代表取締役社長（現任）
平成23年 6月 当社取締役（現任）
重要な兼職の状況
伊藤忠商事株式会社代表取締役社長
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

12
いし

石
くら

倉
 

　
よう

洋
こ

子
（昭和24年3月19日生）

昭和60年 7月 マッキンゼー・アンド・カンパニー・インク

792株 な　し

日本支社マネージャー
平成12年 4月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授
平成16年 4月 日本郵政公社社外理事（非常勤）
平成17年10月 日本学術会議副会長
平成18年 6月 株式会社商船三井取締役
平成22年 6月 当社取締役（現任）・独立役員（現任）

富士通株式会社取締役
平成

平成
平成

平成

23

24
24

26

年

年
年

年

4

4
6

6

月

月
月

月

慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科
教授
一橋大学名誉教授（現任）
ライフネット生命保険株式会社取締役
（現任）
双日株式会社取締役（現任）

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

13
※

かる

軽
べ

部
 

　
いさ

征
お

夫
（昭和17年1月27日生）

昭和47年 8月 アメリカ・イリノイ大学食品科学科　　　  
（博士研究員）

0株 な　し

昭和55年 7月 東京工業大学資源化学研究所 助教授
昭和60年 2月 東京工業大学資源化学研究所 教授
昭和63年 4月 東京大学先端科学技術研究センター 教授
平成

平成

11

13

年

年

4

4

月

月

東京大学国際産学共同研究センター長
東京大学先端科学技術研究センター 教授
東京大学国際産学共同研究センター教授
東京大学先端科学技術研究センター 教授

平成14年 4月 東京工科大学片柳研究所 教授
独立行政法人産業技術総合研究所
先端バイオエレクトロニクス研究ラボ長

平成15年 4月 東京工科大学バイオニクス学部長
平成15年 8月 独立行政法人産業技術総合研究所

バイオニクス研究センター長
平成
平成
平成

17
20
21

年
年
年

4
6
4

月
月
月

東京工科大学 副学長
東京工科大学 学長（現任）
独立行政法人産業技術総合研究所
連携研究体バイオ技術産業化センター
連携研究体長
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(注）1．※印は、新任の取締役候補者であります。
2．社外取締役候補者石倉洋子氏につきましては、そのお名前が高名であるため、前記のとおり表記しておりますが、戸籍上のお名前は、

栗田洋子氏であります。
3．各取締役候補者と当社との特別の利害関係については、次のとおりであります。
(1）当社は、安藤宏基氏が理事長を務める公益財団法人安藤スポーツ・食文化振興財団との間において、建物の賃借、インスタントラーメン

発明記念館運営の業務委託等を行っております。当社は、安藤宏基氏が代表取締役を務める宇治開発興業株式会社との間において、当社
の広告宣伝業務に係る業務委託を行っております。当社は、安藤宏基氏が会長を務める特定非営利活動法人国際連合世界食糧計画WFP協
会との間において、イベント協賛、寄付等を行っております。

(2）当社は、安藤清隆氏が董事兼総経理を務める日清湖池屋（中国・香港）有限公司との間において、製品の販売、資材の仕入等の取引を行
っております。

(3）当社は、小林健氏が代表取締役を務める三菱商事株式会社との間において、製品の販売、資材の仕入等の取引を行っております。
(4）当社は、岡藤正広氏が代表取締役を務める伊藤忠商事株式会社との間において、製品の販売、資材の仕入等の取引を行っております。

4．小林健、岡藤正広、石倉洋子及び軽部征夫の四氏は、社外取締役候補者であります。
5．各社外取締役候補者に関する特記事項は、次のとおりであります。
(1）社外取締役候補者とした理由について

①小林健氏につきましては、社外の有識者の意見を経営に取り込む他、他社での経営手腕、実績を評価し社外取締役候補者に選任いたしま
した。

②岡藤正広氏につきましては、社外の有識者の意見を経営に取り込む他、他社での経営手腕、実績を評価し社外取締役候補者に選任いたし
ました。

③石倉洋子氏につきましては、社外の有識者の意見を経営に取り込む他、国際企業戦略の専門家としての永年の経験と知見を評価し社外取
締役候補者に選任いたしました。なお、同氏は、直接会社経営に関与した経験はありませんが、国際政治経済、国際企業戦略等について
の永年の経験を通じて企業経営に精通されており、職務を適切に遂行されるものと判断しております。

④軽部征夫氏につきましては、社外の有識者の意見を経営に取り込む他、先進的な研究に関する経験・知見、数々の海外研究機関との連携
経験により培われた国際経験を評価し社外取締役候補者に選任いたしました。なお、同氏は、直接会社経営に関与した経験はありません
が、大学の学長としての経営手腕を有されており、職務を適切に遂行されるものと判断しております。

(2）社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について
小林健及び岡藤正広の両氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって4年、石倉洋子氏の社外取締役の在任期間は、
本定時株主総会終結の時をもって5年であります。

(3）社外取締役候補者との責任限定契約について
平成22年6月29日付にて社外取締役石倉洋子氏との間において、また、平成23年6月29日付にて社外取締役小林健及び岡藤正広の両氏
との間において、それぞれ会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、その内容は、本定時株主総会招集ご通
知添付書類19頁の「④社外役員との責任限定契約の内容の概要イ.」に記載のとおりであります。
三氏の再任をご承認いただいた場合、当社は三氏との間の契約を継続する予定であります。
また、軽部征夫氏につきましては、取締役に選任された場合、平成27年6月25日付にて責任限定契約を締結する予定であります。

(4）社外取締役候補者と当社の特定関係事業者との関係について
①小林健氏は、現に当社の特定関係事業者である三菱商事株式会社の業務執行者であり、過去5年間に、同社の業務執行者となったことが

あります。
②岡藤正広氏は、現に当社の特定関係事業者である伊藤忠商事株式会社の業務執行者であり、過去5年間に、同社の業務執行者となったこ

とがあります。
6．当社は、石倉洋子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏の再任をご承認いただいた場合、当社は引続き同氏

を独立役員として届け出る予定です。
また、軽部征夫氏につきましては、取締役に選任された場合、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定です。
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第3号議案 監査役1名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、監査役 堀之内 徹氏は任期満了により退任されますので、監査
役1名の選任をお願いするものであります。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、地位及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

むか

向
い

井
 

　
ち

千
すぎ

杉
（昭和22年10月4日生）

昭和50年 4月 東京地方裁判所判事補

0株 な　し

昭和62年 4月 名古屋地方裁判所判事（名古屋高等裁判所判事事務代行）
平成 元 年 4月 弁護士登録　西綜合法律事務所（現任）
平成12年 6月 ＮＥＣソフト株式会社監査役
平成13年 1月 東京簡易裁判所司法委員
平成13年 4月 東京家庭裁判所調停委員
平成
平成

19
22

年
年

10
1
月
月

中央建設工事紛争審査会（国土交通省）特別委員（現任）
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構　契約監視
委員会委員(現任)

（注）１．向井千杉氏は、新任の監査役候補者であります。
２．向井千杉氏は、社外監査役候補者であります。
３．向井千杉氏につきましては、社外監査役に選任された場合、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定です。
４．社外監査役候補者に関する特記事項は、次のとおりであります。
（1）社外監査役候補者とした理由について

向井千杉氏につきましては、法律の専門家としての見地から取締役会、監査役会で発言及びアドバイスを行っていただくべく、社外監査
役候補者に選任いたしました。なお、同氏は、直接会社経営に関与した経験はありませんが、弁護士として企業法務に精通されているほ
か、他社における監査役の経験から、企業経営を統治するに十分な見識を有されており、職務を適切に遂行されるものと判断しておりま
す。

（2）社外監査役候補者との責任限定契約について
向井千杉氏が当社社外監査役に選任された場合、平成27年6月25日付にて当社と同氏との間において、会社法第423条第1項の損害賠償
責任を限定する契約を締結する予定であります。その内容は、本定時株主総会招集ご通知添付書類19頁の「④社外役員との責任限定契約
の内容の概要ロ.」に記載のとおりであります。

（3）独立委員との兼任について
向井千杉氏は、平成25年6月26日開催の第65期定時株主総会において更新のご承認をいただいた買収防衛策で規定する大規模買付ルール
を適正に運用し、当社取締役会によって買収防衛策に関し恣意的な判断がなされることを防止するための機関として設置した独立委員会
を構成する委員の一人であります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以　上
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園
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●

①番出口

片町口出口

西出口

JR京橋
駅

大阪城ホール

ホテルニューオータニ大阪

株 主 総 会
会 場 ご 案 内 図

会場
大阪市中央区城見一丁目
4番1号
ホテルニューオータニ大阪
2階「鳳凰の間」

TEL：06-6941-1111（代表）

交通のご案内
○ JR大阪環状線 大阪城公園駅下車 約5分
○ 地下鉄長堀鶴見緑地線

大阪ビジネスパーク駅下車 約5分
○ JR大阪環状線･東西線、地下鉄長堀鶴見

緑地線、京阪線 京橋駅下車 約10分
京橋駅から
大阪城公園駅から
大阪ビジネスパーク駅から

当日は、会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想さ
れますので、お車でのご来場はご遠慮願います。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

地図




